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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電極基板と導電性ゴム部材とが、近接非接触状態で対向配置されてなる感圧センサにお
いて、前記電極基板および前記導電性ゴム部材は、少なくとも固定剤層が設けられた可撓
性フィルムからなる絶縁性被覆部材によって周回被覆されていると共に、前記固定剤層を
介して前記絶縁性被覆部材に固定されており、前記近接非接触状態の前記電極基板と前記
導電性ゴム部材との隙間量が１０μｍ以上、３００μｍ以下であり、前記可撓性フィルム
は、ヤング率が２ＧＰａ以上、１０ＧＰａ以下であって、厚みが１０μｍ以上、６０μｍ
以下であることを特徴とする感圧センサ。
【請求項２】
　前記電極基板および前記導電性ゴム部材を、前記絶縁性被覆部材によって周回被覆した
状態において、面積が最大となる方向からみた前記絶縁性被覆部材の投影面積が３ｍｍ2

以上、８０ｍｍ2以下であることを特徴とする請求項１に記載の感圧センサ。
【請求項３】
　前記導電性ゴム部材の、前記電極基板と対向する面には、少なくとも一層の導電性被覆
層が形成されていることを特徴とする請求項１または２に記載の感圧センサ。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、圧力を加えることにより電気抵抗値が変化する特性を持つ感圧センサに関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来、部材に作用する圧力の大きさや圧力の分布状態を測定する手段として、ゴム、エ
ラストマー、樹脂材料などの高分子材料を基材とし、この基材中に導電性粒子を分散させ
た導電性部材を用いることが知られている。
【０００３】
　上記導電性部材による感圧特性は、以下の２つのタイプに大別される。その一つは、導
電性部材中の導電性粒子によって形成される導電パスの状態が、加圧時と無加圧時で変化
することよって、電気抵抗値が変化することを利用したものであり、抵抗値変化型である
。なお、この電気抵抗値の変化は基材中における導電性粒子の分散状態が大きく影響する
為、繰り返しの圧縮変形による電気抵抗値の変化の再現性が課題となっている。特に、押
圧を繰り返すうちに、疲労により導電性部材が永久変形を起こし、導電性粒子による導電
パスの形成状態が変化したままとなり、圧力を検出し難くなる問題を有している。
【０００４】
　もう一方のタイプは、上記導電性部材を用いて導電性塗膜を形成して、導電性塗膜同士
を対向配置、あるいは、導電性塗膜と例えばくし型電極を対向配置させるタイプである。
このタイプの感圧センサの場合、圧力の増加に伴い、導電性塗膜同士の接触面積、あるい
は導電性塗膜とくし型電極間の接触面積が変化することで導通状態が変化する。従って、
圧力の変化を電気抵抗値の変化として検出することが可能であり、接触面積変化型といえ
る。
【０００５】
　このような感圧センサは、少なくとも、圧力を受ける導電性部材と電気抵抗値の変化の
出力経路となる電極基板から構成される。さらに、実装使用時に安定した感圧性能が維持
できるよう、感圧導電性部材と電極基板を固定したり、あるいは電極基板への感圧導電性
部材の押付け状態を規定している。
【０００６】
　たとえば、くし型電極上に感圧導電性弾性体を設けた感圧センサにおいて、感圧導電性
弾性体に圧力を有して薄皮（フィルムなど）が被覆されていることを特徴とする感圧セン
サが提案されている（特許文献１）。この感圧センサは、押子により圧力を印加した後に
解放するとき、感圧導電性弾性体の形状回復性に加え、薄皮自身の形状回復性が作用する
ので、圧力の増減に精度よく追従する構造となり、抵抗値－荷重曲線のヒステリシスが小
さい感圧センサとなる。
【０００７】
　また、導電層を有する回路パターンを連続させて所望形状に形成した第１及び第２の絶
縁フィルムを、前記回路パターンを対向させると共に、複数の開口部を有する第３の絶縁
フィルムからなるスペーサを前記両絶縁フィルムの間に挟み込み、前記回路パターンが前
記各開口部で対向する検知部を有するフィルムセンサであって、前記各回路パターンは、
前記複数の開口部と対応する領域に第２の導電層が形成されると共に、当該第２の導電層
の周縁のみに形成され、当該第２の導電層の内部側が省略されていることを特徴とするフ
ィルムセンサが提案されている（特許文献２）。このフィルムセンサは、開口部において
、導電層がスペーサの厚さ分の空間を隔てて対向し、開口部において圧力の検知部を形成
している。上記のように構成されるフィルムセンサにおいては、検知部に圧力が作用する
とフィルム基板の一方或いは双方が弾性変形して導電層間が接続され、圧力が解除される
と導電層間の接続が解除される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－１９５９４５号公報
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【特許文献２】特開２００１－２１４２３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　特許文献１の感圧センサでは、次の点で課題があった。
（１）感圧導電性弾性体に常時圧力が加わっているため、外部からの圧力が加わる以前に
電気信号が出力されており、誤検知の恐れがある。
【００１０】
　また、特許文献２のフィルムセンサでは、次の点で課題があった。
（１）検知部は開口部分に限定されており、スペーサ部分を避けて検知部に対してのみ圧
力を加えないと、圧力が検知されない。
（２）また前記（１）の構造上の理由により、小型化に適していない。
【００１１】
　従って、本発明の課題は、誤検知し難く、感圧導電性ゴム部材が永久変形し難く、長期
間に亘って信頼性の高い、荷重－出力特性を示し、検知部に対する圧力の負荷形状が限定
されずに、小型化が可能な感圧センサを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、電極基板と導電性ゴム部材とが、近接非接触状態で対向配置されてなる感圧
センサにおいて、前記電極基板および前記導電性ゴム部材は、少なくとも固定剤層が設け
られた可撓性フィルムからなる絶縁性被覆部材によって周回被覆されていると共に、前記
固定剤層を介して前記絶縁性被覆部材に固定されており、前記近接非接触状態の前記電極
基板と前記導電性ゴム部材との隙間量が１０μｍ以上、３００μｍ以下であり、前記可撓
性フィルムは、ヤング率が２ＧＰａ以上、１０ＧＰａ以下であって、厚みが１０μｍ以上
、６０μｍ以下であることを特徴とする感圧センサである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、無負荷時の電気絶縁性が確保されており誤検知し難く、導電性ゴム部
材が永久変形し難く、荷重の負荷－除荷における出力ヒステリシスが小さく、繰り返し使
用に対する耐久性を有し、長期間に亘って再現性の高い荷重－出力特性を示し、検知部に
対する圧力の負荷形状が限定されずに、負荷位置によるばらつきが小さく、小型化が可能
な感圧センサが提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明に係る感圧センサの断面図である。
【図２】荷重の大きさと導電性ゴム部材の大きさとの関係を示す図である。
【図３】電極基板と導電性ゴム部材との隙間量を示す図である。
【図４】電極基板と導電性ゴム部材を絶縁性被覆部材によって周回被覆する状態を示す断
面図である。
【図５】本発明に係る感圧センサの絶縁性被覆部材の投影面積が最大値となる方向からみ
た図である。
【図６】くし型電極基板を示す図である。
【図７】感圧特性の評価装置を示す図である。
【図８】検知部に対する押子の位置を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　以下、図面を参照しつつ本発明の感圧センサについて説明する。尚、以下の説明におい
て、導電性ゴム部材の電極基板と対向する面およびその反対側の面を、それぞれ、「Ａ面
」および「Ｂ面」という場合がある。また、電極基板の電極を有する面およびその反対側
の面を、それぞれ、「ａ面」および「ｂ面」という場合がある。
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【００１６】
　図１は、本発明に係る感圧センサの断面図の一例である。導電性ゴム部材（１１０）の
Ａ面は、電極基板（１２０）の電極を有する面（即ち、ａ面）と近接非接触状態で対向配
置されている。これらの電極基板と導電性ゴム部材は、絶縁性被覆部材（１３０）によっ
て周回被覆されている。この絶縁性被覆部材は、可撓性フィルム（１３１）と、その一方
の表面（内面）の全体に亘って形成された接着性の固定剤層（１３２）とを有している。
導電性ゴム部材と電極基板は、この接着性の固定剤層を介して絶縁性被覆部材に固定され
ている。
【００１７】
　絶縁性被覆部材は、図示するように撓んでおり、フィルムの腰により、無負荷状態であ
るときには、導電性ゴム部材のＡ面と電極基板のａ面とを近接非接触状態としている。荷
重が加わると、図１－ｂに示すように、絶縁性被覆部材が撓み、電極基板のａ面にある電
極と導電性ゴム部材のＡ面とが接触して導通抵抗が変化する。
【００１８】
　本形態の感圧センサは、負荷される荷重の圧力印加面の大きさ（面積）が感圧センサの
導電性ゴム部材の面積よりも小さい場合（図２－ａ）のみならず、大きい場合（図２－ｂ
）においても、電極と導電性ゴム部材の間にスペーサ等の介在物が存在しないため、電極
と導電性ゴム部材は接触することができ、感圧センサとして機能することができる。
【００１９】
　感圧センサが実装使用される環境においては、高速で移動したり、振動したりすること
によって生じるノイズによって電極と導電性ゴム部材が接触して導通抵抗が変化し、誤検
知の原因となる場合がある。本発明の感圧センサにおいては導電性ゴム部材と電極とを絶
縁性被覆部材によって近接非接触状態に固定し、導電性被覆部材のヤング率及び厚み、並
びに導電性ゴム部材と電極との隙間量を調整することによって効果的に最小検出荷重を調
整することが出来るので、このような誤検知を防止することが出来る。
【００２０】
　上記近接非接触状態については、対向する導電性ゴム部材のＡ面と電極基板の電極を有
するａ面との隙間量（図３の１４１）が、１０μｍ以上、３００μｍ以下であることが好
ましい。隙間量が１０μｍ以上である場合は、繰り返し負荷－除荷を行なった際に安定し
て離間状態への復元ができ、最小検出荷重の再現精度に優れ、誤検知の発生を防止する。
隙間量が３００μｍ以下である場合は、圧力の位置、角度等が変化した場合にも導電性ゴ
ム部材と対向する電極との接触状態が均一に保たれ、出力特性のばらつきは生じ難い。
【００２１】
　＜絶縁性被覆部材＞
　本発明に係る絶縁性被覆部材は、少なくとも可撓性フィルムと固定剤層とを有する部材
であって、導電性ゴム部材と電極基板を被覆すると共に固定するための部材である。この
ような絶縁性被覆部材を用いることで、導電性ゴム部材と電極基板とを近接非接触状態で
対向配置することが可能であり、上記隙間量を容易に調整することが可能である。
【００２２】
　図４は、本発明に係る導電性ゴム部材（１１０）と電極基板（１２０）とを絶縁性被覆
部材（１３０）を用いて周回被覆する際に、離間形成冶具（１４０）を使用する状態を示
す断面図の一例である。先ず、導電性ゴム部材と電極基板との間に離間形成冶具を挟んだ
状態で、導電性ゴム部材と電極基板を絶縁性被覆部材によって周回被覆する。その際、絶
縁性被覆部材の内側の面に存在する接着性の固定剤層によって、導電性ゴム部材と電極基
板は絶縁性被覆部材に固定される。その後に、離間形成冶具を抜き去ることで図１―ａに
示すように、電極基板と導電性ゴム部材とが近接非接触状態で対向配置された状態とする
ことができる。近接非接触状態は、離間形成冶具の厚みおよび幅を所定の寸法に形成して
おくことで精度よく形成可能であり、さらに上記離間形成冶具の寸法を調整することで隙
間量の調整が可能である。
【００２３】
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　［可撓性フィルム］
　本発明に係る可撓性フィルムは、前記絶縁性被覆部材の主要な構成要素である。導電性
ゴム部材と電極基板とが絶縁性被覆部材によって近接非接触状態に固定されている際に、
可撓性フィルムの撓んでいる部分は腰として作用し、無負荷状態における電極と導電性ゴ
ム部材との離間状態を維持し、誤検知を防止する。また荷重が加わった際に可撓性フィル
ムは撓み変形して導電性ゴム部材と電極を接触させることができる。さらに、荷重を除い
た場合には、フィルムの腰の力によって導電性ゴム部材と電極とを離間状態に復元するこ
とができ、荷重の負荷－除荷における出力のヒステリシスを生じ難くすることができる。
さらに長期間に亘って繰り返し使用した際にも安定した離間状態を維持し、誤検知を防止
することができる。
【００２４】
　可撓性フィルムの厚みは、１０μｍ以上、６０μｍ以下である。可撓性フィルムの厚み
が上記範囲内であれば、フィルムの腰が適度になり、無負荷状態においては電極と導電性
ゴム部材との離間状態を維持し、誤検知を防止することができる。さらに長期間の使用に
おいても安定した離間状態を維持し、誤検知を防止することができる。
【００２５】
　フィルムの腰は、フィルムのヤング率Ｅと、幅ｂの積と、厚みｄの３乗に比例する。即
ち以下の関係式が成立する。従って、フィルムの厚みの影響が特に大きく重要である。
式（１）　フィルムの腰の強さ∝Ｅ・ｂ・ｄ３　。
【００２６】
　可撓性フィルムの厚みが１０μｍに満たない場合、可撓性フィルムの腰は弱過ぎて、荷
重の負荷－除荷に追従することができず、出力のヒステリシスが大きくなる場合がある。
また無負荷時において導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であっても、繰り返
し負荷－除荷を行なった際に安定した離間状態への復元が困難になり、最小検出荷重の再
現精度に劣り、誤検知の恐れがある。また、最小検出荷重が限りなく無負荷に近くなり、
ノイズとの判別が困難になり、誤検知の恐れがある。
【００２７】
　一方、可撓性フィルムの厚みが６０μｍを超える場合、可撓性フィルムの腰は強過ぎて
、導電性ゴム部材の固定維持が困難になり、絶縁性被覆部材から導電性ゴム部材が剥離す
るおそれがある。あるいは剥離しなくても、導電性部材が可撓性フィルムに追従して撓ん
でしまい、荷重が加わった際に、荷重の加わる位置によって、対向する電極と導電性ゴム
部材との接触状態が不均一になってしまい、感圧センサの出力特性にばらつきが生じてし
まう場合がある。
【００２８】
　また、可撓性フィルムのヤング率は、２ＧＰａ以上、１０ＧＰａ以下である。ヤング率
が上記範囲内であれば、様々な圧力の形態による感圧特性のばらつきを抑制し、感圧セン
サの繰り返し使用においても再現性の高い感圧特性を示す。感圧センサに外部より圧力を
加えたとき、前記可撓性フィルムを介して、導電性ゴム部材に圧力が伝わる。接触面積変
化型の感圧導電性部材を使用する場合、安定した感圧特性を得るためには、導電性ゴム部
材がある一定圧力を受けたときに導電性ゴム部材と電極基板との接触状態が一定となるよ
うにすることが重要である。本発明のような特定範囲内の一定のヤング率を有する絶縁性
被覆部材を用いることで、様々な圧力の形態、すなわち押子の形状や加える圧力の角度等
が用途に応じて変化しても、感圧導電性部材の全面に圧力を分散させて安定した接触面積
が確保できるので、圧力の形態に左右されない安定した感圧特性を得ることができる。
【００２９】
　可撓性フィルムのヤング率が２ＧＰａに満たない場合、荷重が加わった際の導電性ゴム
部材全体への圧力分散が不十分となることから、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム
部材と対向する電極との接触状態が不均一になって、出力特性にばらつきが生じてしまう
場合がある。一方、可撓性フィルムのヤング率が１０ＧＰａを超える場合、繰り返し屈曲
に対する耐久性が劣ることから、出力が徐々に変化してしまい、再現性に劣る場合がある
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。
【００３０】
　可撓性フィルムの材質としては、絶縁性でかつ上記ヤング率と厚みを満たすものであれ
ば、特に制限されず、たとえば、以下のものが挙げられる。二軸延伸ナイロンフィルム、
ポリイミドフィルム、ポリエチレンテレフタレートフィルム、ポリフェニレンサルファイ
ドフィルム、ポリスルフェンサルファイドフィルム、ポリエステルフィルム、ポリスチレ
ンフィルム等。中でも、耐熱性、耐吸湿性の高いポリイミドフィルムが好適である。
【００３１】
　［最大投影面積］
　前記電極基板および前記導電性ゴム部材を、前記絶縁性被覆部材によって周回被覆した
状態において、面積が最大となる方向からみた前記絶縁性被覆部材の投影面積は３ｍｍ2

以上、８０ｍｍ2以下であることが好ましい。図５は、本発明に係る感圧センサの絶縁性
被覆部材の投影面積が最大となる方向からみた図の一例である。絶縁性被覆部材（１３０
）は、電極基板（１２０）と導電性ゴム部材（図示省略）を内包し固定している。最大投
影面積Ｓは、絶縁性被覆部材の横幅ｂと、長手方向の長さ（縦長さ）ｃの積（Ｓ＝ｂ×ｃ
）で表わされる。最大投影面積が上記範囲内であれば、絶縁性被覆部材による導電性ゴム
部材と電極の固定ができ、また出力特性のばらつきが抑えられる。最大投影面積が３ｍｍ
2以上である場合は、絶縁性被覆部材において導電性ゴム部材及び電極基板との固定しろ
が十分に確保できるため固定力が不足することなく、導電性ゴム部材や電極基板が剥離し
難い。最大投影面積が８０ｍｍ2以下である場合は、荷重が加わった際に、荷重の加わる
位置によって、対向する電極と導電性ゴム部材との接触状態が不均一になり難く、出力特
性のばらつきは生じ難い。
【００３２】
　また、絶縁性被覆部材の横幅は特に限定されないが、１．５ｍｍ以上、２０ｍｍ以下で
あることが好ましい。フィルムの幅が１．５ｍｍ以上である場合は、導電性ゴム部材及び
電極基板との固定しろが十分に確保できるため固定力が不足することなく、導電性ゴム部
材や電極基板が剥離し難い。フィルムの幅が２０ｍｍ以下である場合は、荷重が加わった
際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状態が不均一
になり難く、出力特性のばらつきは生じ難い。
【００３３】
　絶縁性被覆部材の縦長さは特に限定されないが、１．５ｍｍ以上、２０ｍｍ以下である
ことが好ましい。フィルムの長さが１．５ｍｍ以上である場合は、導電性ゴム部材及び電
極基板との固定しろが十分に確保できるため固定力が不足することなく、導電性ゴム部材
や電極基板が剥離し難い。フィルムの長さが２０ｍｍ以下である場合は、荷重が加わった
際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状態が不均一
になり難く、出力特性のばらつきは生じ難い。
【００３４】
　［固定剤層］
　本発明の絶縁性被覆部材を構成する可撓性フィルムにおいては、少なくとも固定剤層が
設けられている。固定剤層は、例えば、可撓性フィルムの少なくとも一方の表面に粘着剤
を塗布することによって形成することができる。図１～図４の感圧センサにおいて、固定
剤層は可撓性フィルムの一方の表面（内面）の全体に亘って形成されている。固定剤層は
、少なくとも導電性ゴム部材のＢ面と電極基板のｂ面に対応する領域、及び、可撓性フィ
ルムが互いに重なり合う領域に形成されていることが好ましい。
【００３５】
　可撓性フィルムの表面に塗布される固定剤としては、接着剤でも粘着剤でもよいが、ア
クリル系粘着剤が好ましい。また、ゴム系やシリコーンゴム系等の粘着剤を使用すること
もできる。しかし、ゴム系粘着剤では、粘着性を得るために粘着付与剤等が配合されてい
る。このため、特定の使用環境や長期間の使用では粘着付与剤が染み出して、電気的な接
点障害を引き起こす要因となったり、使用するゴムの種類によっては、硬化、劣化等によ
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り、粘着性自体が失われることが懸念される。また、シリコーンゴム系粘着剤では、含有
する低分子シロキサン成分の染み出しによる電気的な接点障害の要因となる場合がある。
一方、アクリル系粘着剤では主成分であるアクリル酸エステル共重合体自身が粘着性を有
し、ゴム系やシリコーン系の粘着剤と比較して、粘着力も高いため、より好適である。粘
着剤層の厚みは、特に制限されないが、一般に１０～５０μｍの範囲で使用される。
【００３６】
　＜電極基板＞
　本発明の感圧センサにおいて、電極基板としては公知の電極基板が使用できる。例えば
ガラスエポキシ基板等の絶縁性基板に銅箔等をプリントしてパターンを形成したもの、及
び、フレキシブルプリント基板のようにポリアミド等の絶縁性フィルムと銅箔等の導体を
組み合わせたもの等が挙げられる。また、感圧センサの小型化や柔軟化のために、ポリア
ミドやポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）製の絶縁性フィルム上に銀やカーボンブラ
ックを含む導電性ペーストを任意のパターンでスクリーン印刷したものを使用することも
できる。
【００３７】
　＜導電性ゴム部材＞
　本発明の感圧センサにおいて、導電性ゴム部材は、圧縮に伴い弾性変形し、導電性ゴム
部材と対向して配置される電極との導通抵抗が有為に変化する作用を有するゴム部材であ
る。導電性ゴム部材は、導電性付与剤を含有するゴム組成物を架橋した導電性ゴム基材で
あってもよく、イオン導電性ゴムからなるゴム組成物を架橋した導電性ゴム基材であって
もよい。また、これらのゴム基材の表面に導電性被覆層が形成された二層以上の構成を有
するものであってもよい。表面に導電性被覆層が形成されているものは、形成されていな
いものに比べて、導電性ゴム部材の粘着性に由来するヒステリシスロスを抑制することが
できるので好適に用いられる。導電性ゴム部材のＡ面（電極基板と対向する面）には、少
なくとも一層の導電性被覆層が形成されていることが好ましい。
【００３８】
　ゴム基材を構成するゴム組成物のゴム成分として具体的には、以下のものが挙げられる
。天然ゴム（ＮＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ア
クリロニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）、エチレンプロピレンゴム（ＥＰＭ、ＥＰＤＭ
）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、エピクロルヒドリンゴム（Ｃ
Ｏ、ＥＣＯ）、シリコーンゴム、及びウレタンゴム（Ｕ）等。これらは、単独で或いは２
種以上を混合して用いることができる。中でも、ヒステリシスロスを考慮すると、ＮＲ、
ＢＲ、低スチレンＳＢＲ、低ニトリルＮＢＲ（ＡＮ量１８％）が好適に用いられる。
【００３９】
　ゴム組成物は通常、ゴム成分の他に各種配合剤を含有する。例えば、導電性付与剤、加
硫剤、加硫促進剤、充填剤、老化防止剤、スコーチ防止剤、軟化剤、可塑剤、分散剤など
の従来からゴムの配合剤として使用されているものが適宜配合される。
【００４０】
　上記ゴム組成物の未加硫物の混合は、例えば、加圧式ニーダー、オープンロール等の混
練機を用いて行うことができる。ゴム組成物の未加硫物を成形、架橋する方法は、特に限
定されない。成形方法としては、押出成形、プレス成形等を挙げることができる。押出成
形は、上記未加硫物をスクリューで混練し、先端の押出金型（ダイ）を通過させて連続成
形する方法である。プレス成形は、金型に上記未加硫物を充填し加圧成型する方法である
。成形後の未加硫ゴム混合物の加硫方法としては、加熱、冷却等の温度制御により加硫を
行う方法であれば、特に条件は問わない。
【００４１】
　ゴム基材の弾性率は、特に限定されないが、０．５ＭＰａ以上３０ＭＰａ以下が好まし
い。上記範囲内であれば、圧縮に伴い弾性変形し、導電性ゴム部材と対向して配置される
電極との導通抵抗が有為に変化する作用を有する弾性ゴム基材が得られる。弾性率が０．
５ＭＰａ以上である場合は、圧縮に伴い、ゴム基材が即座に変形しきってしまうことなく
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少しずつ変形し、検知荷重域が広いセンサとすることができる。弾性率が、３０ＭＰａ以
下である場合は、荷重の増減に追従してゴム基材が弾性変形し、検知抵抗値が滑らかな曲
線になる。
【００４２】
　また、ゴム基材の厚み（ｄ）は、特に限定はされないが、０．１ｍｍ以上５ｍｍ以下が
好ましい。ゴム基材の厚みが０．１ｍｍ以上である場合は、導電性ゴム部材としての圧縮
に伴う弾性変形量を有し、導電性ゴム部材と対向して配置される電極との導通抵抗の変化
が得られる。ゴム基材の厚みが５ｍｍ以下である場合は、導電性ゴム部材としての小型・
形状自由性に適するので好ましい。
【００４３】
　導電性ゴム部材としては、上記のようにして得られるゴム基材そのものを用いることも
でき、また、ゴム基材の表面にさらに導電性被覆層を形成した構成のものを用いることも
できる。
【００４４】
　［導電性被覆層］
　導電性被覆層がゴム基材の表面に形成された導電性ゴム部材は、導電性被覆層が形成さ
れていない導電性ゴム部材に比べて、導電性ゴム部材の粘着性に由来するヒステリシスロ
スを抑制することができる。導電性被覆層としては、ゴム基材の表面に紫外線や電子線を
照射して表面に変性層を設けたものでもよく、また、ゴム基材の表面に樹脂を塗工して樹
脂塗膜層を設けたものであってもよい。より効果的に粘着性に由来するヒステリシスロス
を抑制するには、樹脂塗膜層を設けたものが好適である。
【００４５】
　樹脂塗膜層の原料となる塗料組成物を構成する樹脂成分として、具体的には以下のもの
が挙げられる。フッ素樹脂、ポリアミド樹脂、アクリル樹脂、ポリウレタン樹脂、ポリエ
ステル樹脂、エポキシ樹脂、シリコーン樹脂、ブチラール樹脂、スチレン－エチレン・ブ
チレン－オレフィン共重合体（ＳＥＢＣ）及びオレフィン－エチレン・ブチレン・オレフ
ィン共重合体（ＣＥＢＣ）等。これらの樹脂は１種または２種以上を組み合わせて用いて
もよい。また、樹脂は架橋系のものでもよく、そのための硬化剤としては、例えば、イソ
シアネート化合物、アミン化合物を適宜配合することができる。
【００４６】
　また、所望の電気抵抗値を得るために、導電性カーボン、グラファイト、銅、アルミニ
ウム、ニッケル、鉄粉及び金属酸化物である導電性酸化錫や導電性酸化チタン等の導電剤
を塗料組成物中に配合することができる。これらは１種または２種以上を組み合わせて用
いてもよい。樹脂塗膜層の電気抵抗値は特に限定されないが、５００ｋＰａ以上の圧力下
において、１０－１Ω・ｃｍ以上、１０３Ω・ｃｍ以下であることが好ましい。この値が
１０－１Ω・ｃｍ以上であれば無負荷時の絶縁性が保たれ、また、負荷時には荷重に応じ
た接触面積の変化とともに滑らかな導通変化特性が得られる。またこの値が１０３Ω・ｃ
ｍ以下であれば、負荷をかけても出力が得られないような事はなく、負荷に応じた出力が
得られる。
【００４７】
　また、上記樹脂および導電剤の他に、その他成分を配合することも可能であり、例えば
、有機弾性フィラー、無機酸化物フィラー、分散剤などが挙げられる。
【００４８】
　樹脂塗膜層の形成は、例えば以下の方法で行うことができる。先ず、上記の樹脂塗膜を
構成する材料、及び有機溶剤からなる塗工液を、サンドミル、ペイントシェイカー、ダイ
ノミル、及びパールミル等のビーズを利用した分散装置を用いて分散調製する。次いで、
得られた塗工液を、ディッピング法やスプレーコート法により、ゴム基材の表面に塗工す
る。塗料組成物の利用効率を考慮すると、ディッピング法が好ましい。さらに熱風循環乾
燥機や赤外線乾燥炉などを用いて溶剤を除去してゴム基材の表面に樹脂塗膜を形成する。
【００４９】
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　なお、ゴム基材と塗工液の濡れ性が良好でない場合には、塗工する前に、ゴム基材に対
して紫外線照射することにより表面自由エネルギーを高めたり、ゴム基材にプライマーを
塗布して、濡れ性を良好にする事で、均一な塗膜を形成する事が可能である。樹脂塗膜は
弾性ゴム基材の少なくとも一面に形成すればよく、電極に樹脂塗膜が対向するよう導電性
ゴム部材を配置すればよい。
【００５０】
　本発明の樹脂塗膜が形成される面の導電性ゴム部材の弾性率は特に限定されないが、１
０ＭＰａ以上、７００ＭＰａ以下が好ましい。弾性率が１０ＭＰａ以上である場合は、一
定の力がセンサに加えられている時に徐々に変形量が増大してしまうことなく、出力が経
時と共に変化する事を抑制できる。弾性率が７００ＭＰａ以下である場合は、部材として
の柔軟性を損なうことなく、電極との接触状態の均一性に優れ、負荷－除荷試験を繰り返
し行なった場合の再現性が良好である。
【００５１】
　また、樹脂塗膜の膜厚（ｄ）は、特に限定はされないが、５μｍ以上１００μｍ以下が
好ましい。樹脂塗膜の膜厚が１００μｍ以下である場合は、導電性ゴム部材としての柔軟
性を損なうことなく、荷重の変化に応じた接触面積の変化が得られる。樹脂塗膜の膜厚が
５μｍ以上である場合は、導電性ゴム部材として所望の弾性率が得られ、一定の力がセン
サに加えられている時に徐々に変形量が増大してしまうことなく、出力が経時と共に変化
する事を抑制できる。
【００５２】
　また、本発明の導電性ゴム部材を構成するゴム基材の弾性率（Ｅ１）と前記樹脂塗膜が
形成される面の導電性ゴム部材の弾性率（Ｅ２）の比は特に限定されないが、１＜Ｅ２／
Ｅ１＜１，０００であることが好ましい。Ｅ２／Ｅ１が１よりも大きい場合は、弾性率（
Ｅ１）よりも導電性ゴム部材の弾性率（Ｅ２）が大きい場合であり、一定の力がセンサに
加えられている時に徐々に変形量が増大してしまうことなく、出力が経時と共に変化する
事を抑制できる。また、導電性ゴム部材には粘着性等がなく検知抵抗値のヒステリシスロ
スが生じ難い。Ｅ２／Ｅ１が１，０００よりも小さい場合は、導電性ゴム部材の弾性率が
高すぎることなく、電極との接触状態の均一性に優れ、負荷－除荷試験を繰り返し行なっ
た場合の再現性に優れる。また、一定の力がセンサに加えられている時の接触状態は均一
に保たれ、出力が経時と共に変化するという問題が生じ難い。
【００５３】
　本発明で使用される導電性ゴム部材は、圧力を印加したときに生じる、導電性ゴム部材
と電極基板との接触面積の変化を電気抵抗値の変化として検出するものが好適に用いられ
る。この接触面積を制御するために当接面に適宜凹凸形状を設けたり、粗し処理を行うこ
とができる。表面凹凸形状を設ける方法としては、例えば導電性塗料中に粗し粒子として
、シリコーン系、ウレタン系、アクリル系、スチレン系、ポリアミド系などの樹脂からな
る球状粒子を添加する方法等が挙げられる。
【実施例】
【００５４】
　以下に、実施例、比較例を挙げて、本発明の感圧センサについてより具体的に説明する
が、本発明はこれら実施例のみに限定されるものではない。尚、「部」は「質量部」を意
味する。
【００５５】
　（実施例１）
　＜１．導電性ゴム部材の作成＞
　［１－１．ゴム基材の作成］
　表１に示す７種類の材料を２本ロールにて２０分間混合し、未加硫ゴムコンパウンドを
作製した。次に、この未加硫ゴムコンパウンドを、予め１７０℃に加熱した縦５０ｍｍ、
横５０ｍｍ、深さ０．５ｍｍの金型内に充填し、１７０℃、１００ｋｇｆにて１５分間プ
レス加硫を行い、導電性ゴム部材の基材となるゴム基材を得た。
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【００５６】
【表１】

【００５７】
　［１－２．塗料組成物の作成］
　続いて、表２に示す６種類の材料を配合し、インデックス（ＮＣＯ／ＯＨ比）１．０、
固形分３０質量％の樹脂溶液を得た。この樹脂溶液２００質量部に対して、直径０．８ｍ
ｍのガラスビーズを２００質量部加えて、４５０ｍｌのマヨネーズビンに入れ、ペイント
シェイカーを使用して１２時間分散した。最後に２００メッシュの網で溶液をろ過して、
塗料組成物を作成した。
【００５８】
【表２】

【００５９】
　［１－３．導電性被覆層の形成］
　前記塗料組成物を浴槽に入れ、前記ゴム基材を浸漬して、引き上げ速度１０ｍｍ／ｓｅ
ｃでゴム基材の表面に塗膜を形成し、３０分間風乾後、オーブンを用い、１６０℃で１時
間加熱することによって塗膜を硬化させ、膜厚１３μｍの導電性被覆層を形成した。この
ようにして導電性ゴム部材１を作成した。
【００６０】
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　＜２．絶縁性被覆部材の作成＞
　可撓性フィルムとして、ポリイミドフィルム（東レ・デュポン（株）製、商品名「カプ
トン１００Ｈ（ヤング率３．４ＧＰａ、厚み２５μｍ）」）を使用した。このフィルムの
片面にアクリル系粘着剤（東洋インキ（株）製、商品名「オリバインＢＰＳ－５１２７」
）をグラビアロール方式で塗布して塗膜を形成し、これを乾燥して、厚み１５μｍの粘着
剤層（固定剤層）を有する絶縁性被覆部材１を得た。
【００６１】
　＜３．感圧センサの作成＞
　前記導電性ゴム部材１から、小片形状の導電性ゴム部材１’（縦３．５ｍｍ、横４ｍｍ
、厚み０．５ｍｍ）を得た。また前記絶縁性被覆部材１から、幅４ｍｍに裁断した絶縁性
被覆部材１’を得た。
【００６２】
　導電性ゴム部材１’と、図６に示すくし型電極基板（縦３．５ｍｍ、横４ｍｍ、厚み０
．５ｍｍ）とを、離間形成冶具（幅３．８ｍｍ、厚み１３０μｍ）を介して積層した。次
いで、この積層物を絶縁性被覆部材１’によって周回被覆し、図１に示す電極基板と導電
性ゴム部材が近接非接触状態である感圧センサ１を得た。
【００６３】
　＜４．感圧センサの評価＞
　このようにして得られた感圧センサについて以下の各評価を実施した。評価結果を表９
に示す。
【００６４】
　［４－１．最大投影面積の測定］
　最大投影面積の測定には、（株）キーエンス製「マイクロスコープ」ＶＨＸ－９００を
用いた。測定条件は、倍率５０倍である。作成した感圧センサを図５に示す方向（紙面に
垂直な方向）から投影し、投影図における絶縁性被覆部材の横幅（ｂ）および縦長さ（ｃ
）を測定し、絶縁性被覆部材の投影図の面積（Ｓ＝ｂ×ｃ）を求めた。
【００６５】
　［４－２．隙間量の測定］
　隙間量の測定には、（株）キーエンス製「マイクロスコープ」ＶＨＸ－９００を用いた
。測定条件は、倍率５０倍である。作成した感圧センサを図１に示す方向（紙面に垂直な
方向）から観察し、導電性ゴム部材と電極基板との隙間量（１４１）を求めた。
【００６６】
　［４－３．弾性率の測定］
　弾性率の測定には、（株）島津製作所製「島津ダイナミック超微小硬度計」ＤＵＨ－Ｗ
　２０１Ｓを用いた。測定条件は、試験モード：負荷－除荷試験、負荷速度：０．２８ｍ
Ｎ／ｓｅｃ、保持時間：５ｓｅｃ、圧子の種類：三角すい圧子１１５である。試験力は、
圧子の押し込み深さが、測定対象物の厚みの１／１０以下なるよう調整した。つまり、例
えば、ゴム基材の厚みが０．５ｍｍの時は、押し込み深さが５０μｍ以下となるように、
試験力を調整した。また例えば、樹脂塗膜層の厚みが１３μｍの時は、押し込み深さが１
．３μｍ以下となるように、試験力を調整した。
【００６７】
　なお、ゴム基材の弾性率については、前記［１－１．ゴム基材の作成］において作成し
た平板状ゴム基材の表面に三角すい圧子を押し込むことによって、弾性率を求めた。樹脂
塗膜が形成された面の導電性ゴム部材の弾性率については、前記［１－３．導電性被覆層
の形成］において作成した平板状ゴム基材の表面に形成された樹脂塗膜層の表面に三角す
い圧子を押し込むことによって、弾性率を求めた。
【００６８】
　得られたゴム基材の弾性率Ｅ１は３．５ＭＰａ、導電性被覆層が形成された面の弾性率
Ｅ２は２２６ＭＰａ、及びこの弾性率の比、Ｅ２／Ｅ１は６４．６であった。
【００６９】
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　［４－４．感圧センサとしての荷重検知性能］
　感圧センサを、温度２３℃、相対湿度６０％の環境（Ｎ／Ｎ環境）に２４時間以上放置
した後、図７に示すような感圧特性の評価装置を用い、固定された感圧センサの上部から
押圧部の面積が１ｍｍ２の立方形状の押子（４１０）によって検知部（１０１）に対して
荷重が加わるようにした。この状態でくし型電極に直流電圧５Ｖを印加し、荷重測定器に
て感圧センサの厚さ方向に５ｍｍ／ｍｉｎの速度で０～１ＭＰａの範囲で、負荷－除荷試
験を行ない、くし型電極に直列接続した１ｋΩの抵抗体にかかる電圧を測定した。
【００７０】
　１）最小検出荷重安定性
　図８に示すように、検知部中央の位置（符号「１」の箇所）に押子を設置して荷重が加
わるようにした。このときの負荷時において、５０ｍＶ以上の電圧が検出され始める時の
荷重（Ｎ検知）を最小検出荷重の指標とした。この負荷－除荷試験を１０００回繰り返し
て、最小検出荷重の最大値（Ｎ検知ｍａｘ）および最小値（Ｎ検知ｍｉｎ）を求め、表３
の数式で示される値によって最小検出荷重の安定性を評価した。
【００７１】
【表３】

【００７２】
　２）ヒステリシスロス
　図８に示すように、検知部中央の位置（符号「１」の箇所）に押子を設置して荷重が加
わるようにした。２００ｋＰａから１ＭＰａまでの荷重における、負荷時の抵抗値（Ｌｏ
ｇＲ負荷）と除荷時の抵抗値（ＬｏｇＲ除荷）の差の絶対値を求め、これの最大値をヒス
テリシスロスの指標とした。また、表４に示す基準でランク付けした。
【００７３】
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【表４】

【００７４】
　３）再現性
　図８に示すように、検知部中央の位置（符号「１」の箇所）に押子を設置して荷重が加
わるようにした。上記負荷－除荷試験を１０００回繰り返し行ない、２００ｋＰａから１
ＭＰａまでの荷重における、検出抵抗値の再現性を評価した。負荷時の抵抗値（ＬｏｇＲ
負荷）の各荷重における１０００回測定した値の標準偏差（３σ）、及び、除荷時の抵抗
値（ＬｏｇＲ除荷）の各荷重における１０００回測定した値の標準偏差（３σ）を求め、
これの最大値（３σｍａｘ）を再現性の指標とした。また、表５に示す基準でランク付け
した。
【００７５】
【表５】

【００７６】
　４）位置によるばらつき
　図８に示すように、押子を「符号１～５」の５箇所に順次設置し、５００ｋＰａの荷重
が加わるようにし、そのときの感圧センサの電気抵抗値のばらつきから評価した。即ち、
先ず、各測定箇所１、２、３、４、及び５における電気抵抗値Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、
及びＲ５を測定し、次いで、それぞれの対数値ｌｏｇＲ１、ｌｏｇＲ２、ｌｏｇＲ３、ｌ
ｏｇＲ４、及びｌｏｇＲ５を求めた。表６に示す基準でランク付けした。
【００７７】
【表６】

【００７８】
　５）荷重検知性能の総合評価
　感圧センサの荷重検知性能の総合評価は、表７に示す基準にて行った。
【００７９】
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【００８０】
　（実施例２および３）
　感圧センサの作成の際に、表８に示す大きさの離間形成冶具を用いたこと以外は実施例
１と同様にして感圧センサを得た。評価結果を表９に示す。
【００８１】
　（実施例４～７）
　可撓性フィルムとして表９に示す可撓性フィルムを用いたこと以外は実施例１と同様に
して感圧センサを得た。評価結果を表９に示す。
【００８２】
　（実施例８～１２）
　感圧センサの作成の際に、表８に示す大きさの導電性ゴム部材、くし型電極基板および
離間形成冶具を用いたこと以外は実施例１と同様にして感圧センサを得た。評価結果を表
９に示す。
【００８３】
　（比較例１）
　感圧センサの作成の際に、離間形成冶具を用いなかったこと以外は実施例１と同様にし
て電極基板と導電性ゴム部材が接触状態の感圧センサを得た。評価結果を表１０に示す。
【００８４】
　（比較例２～５）
　可撓性フィルムとして表１０に示す可撓性フィルムを用いたこと以外は実施例１と同様
にして感圧センサを得た。尚、比較例２及び３における可撓性フィルムの厚みは、それぞ
れ５．７μｍ及び７５μｍである。また、比較例４及び５における可撓性フィルムのヤン
グ率は、それぞれ０．７１ＧＰａ及び１５ＧＰａである。評価結果を表１０に示す。
【００８５】
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【表９】

【００８７】
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【表１０】

【００８８】
　（評価結果の纏め）
　実施例１においては、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検
出荷重安定性、ヒステリシスロス、再現性、および位置によるばらつきが、すべて優れて
おり、本発明の導電性ゴム部材を適用することにより、好適な感圧センサを提供できるこ
とがわかる。
【００８９】
　実施例２においては、導電性ゴム部材と電極基板との近接非接触状態の隙間量が小さい
ことに起因して、繰り返し使用した際の最小検出荷重のばらつき（Ｎ検知ｍａｘ－Ｎ検知
ｍｉｎ）が少し大きい傾向にあり、また最小値（Ｎ検知ｍｉｎ）も小さいことから、相対
的に最小検出荷重安定性が少し劣る傾向にある。しなしながら、導電性ゴム部材と電極基
板とが近接非接触状態であって、ヒステリシスロス、再現性、および位置によるばらつき
は優れており、感圧センサとしては良好であることがわかる。
【００９０】
　実施例３においては、導電性ゴム部材と電極基板との近接非接触状態の隙間量が大きい
ことに起因して、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状
態の均一性が少し劣り、出力特性の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。しなしな
がら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安定性、ヒ
ステリシスロス、および再現性は優れており、感圧センサとしては良好であることがわか
る。
【００９１】
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　実施例４においては、可撓性フィルムの厚みが小さいことに起因して、繰り返し使用し
た際の最小検出荷重のばらつき（Ｎ検知ｍａｘ－Ｎ検知ｍｉｎ）が少し大きい傾向にあり
、また最小値（Ｎ検知ｍｉｎ）も小さいことから、相対的に最小検出荷重安定性が少し劣
る傾向にあり、再現性も少し劣る傾向にある。また、フィルムの腰が弱く、荷重の負荷－
除荷に対する追従性が少し劣り、出力のヒステリシスロスが少し劣る傾向にある。しなし
ながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、位置によるばらつきは
優れ、感圧センサとしては良好であることがわかる。
【００９２】
　実施例５においては、可撓性フィルムの厚みが大きいことに起因して、可撓性フィルム
の腰は強く、導電性部材が可撓性フィルムに追従して撓んでしまう。従って、荷重が加わ
った際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状態が不
均一になってしまい、出力特性の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。しなしなが
ら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安定性、ヒス
テリシスロス、および再現性は優れており、感圧センサとしては良好であることがわかる
。
【００９３】
　実施例６においては、可撓性フィルムのヤング率が小さいことに起因して、荷重が加わ
った際の導電性ゴム部材全体への圧力分散が不十分となる。従って、荷重の加わる位置に
よって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状態が不均一になってしまい、出力特性
の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。しなしながら、導電性ゴム部材と電極基板
とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安定性、ヒステリシスロス、および再現性は
優れており、感圧センサとしては良好であることがわかる。
【００９４】
　実施例７においては、可撓性フィルムのヤング率が大きいことに起因して、繰り返し屈
曲に対する耐久性に劣り、出力が徐々に変化してしまい、再現性が少し劣る傾向にある。
しなしながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安
定性、ヒステリシスロス、および位置によるばらつきは優れており、感圧センサとしては
良好であることがわかる。
【００９５】
　実施例８においては、絶縁性被覆部材の最大投影面積及び横幅が小さいことに起因して
、フィルムの腰が弱く、荷重の負荷－除荷に対する追従性が劣り、出力のヒステリシスロ
スが少し劣る傾向にある。しなしながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態
であって、最小検出荷重安定性、再現性、および位置によるばらつきは優れており、感圧
センサとしては良好であることがわかる。
【００９６】
　実施例９においては、絶縁性被覆部材の最大投影面積、横幅及び縦長さが大きいことに
起因して、荷重が加わった際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する
電極との接触状態が不均一で、出力特性の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。し
なしながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安定
性、ヒステリシスロス、および再現性は優れており、感圧センサとしては良好であること
がわかる。
【００９７】
　実施例１０においては、導電性ゴム部材と電極基板との近接非接触状態の隙間量が小さ
いことに起因して、繰り返し使用した際の最小検出荷重のばらつき（Ｎ検知ｍａｘ－Ｎ検
知ｍｉｎ）が少し大きい傾向にあり、また最小値（Ｎ検知ｍｉｎ）も小さいことから、相
対的に最小検出荷重安定性が少し劣る傾向にある。しなしながら、導電性ゴム部材と電極
基板とが近接非接触状態であって、ヒステリシスロス、再現性、および位置によるばらつ
きは優れており、感圧センサとしては使用可能であることがわかる。
【００９８】
　実施例１１においては、導電性ゴム部材と電極基板との近接非接触状態の隙間量が大き



(19) JP 5945469 B2 2016.7.5

10

20

30

40

50

いことに起因して、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触
状態の均一性が少し劣り、出力特性の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。しかし
ながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安定性、
ヒステリシスロス、および再現性は優れており、感圧センサとしては使用可能であること
がわかる。
【００９９】
　実施例１２においては、絶縁性被覆部材の最大投影面積、横幅及び縦長さが大きいこと
に起因して、荷重が加わった際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向す
る電極との接触状態が不均一で、出力特性の位置によるばらつきが少し劣る傾向にある。
しかしながら、導電性ゴム部材と電極基板とが近接非接触状態であって、最小検出荷重安
定性、ヒステリシスロス、および再現性は優れており、感圧センサとしては使用可能であ
ることがわかる。
【０１００】
　比較例１においては、導電性ゴム部材と電極基板の隙間量が零であって両者が接触状態
になっていることに起因して、無負荷時に電気信号が出力されており、荷重の加わった時
との判別ができず誤検知の恐れがある。また、絶縁性被覆部材の締め付けによって導電性
ゴム部材に常時圧力が加わっていることに起因して、永久変形が生じてしまい、再現性が
劣り、感圧センサとしては適さないことがわかる。
【０１０１】
　比較例２においては、可撓性フィルムの厚みが小さいことに起因して、繰り返し使用し
た際に最小検出荷重が徐々に変化し、最小値（Ｎ検知ｍｉｎ）は０を示し、センサの出力
値から荷重の有無の判別が出来ずに、誤検知の恐れがあり、再現性も劣る。また、フィル
ムの腰が弱く、荷重の負荷－除荷に対する追従性が劣り、出力のヒステリシスロスが劣り
、感圧センサとしては適さないことがわかる。
【０１０２】
　比較例３においては、可撓性フィルムの厚みが大きいことに起因して、可撓性フィルム
の腰は強くなり、導電性ゴム部材が可撓性フィルムに追従して撓んでしまう。従って、荷
重が加わった際に、荷重の加わる位置によって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触
状態が不均一になってしまい、出力特性の位置によるばらつきが劣り、感圧センサとして
は適さないことがわかる。
【０１０３】
　比較例４においては、可撓性フィルムのヤング率が小さいことに起因して、荷重が加わ
った際の導電性ゴム部材全体への圧力分散が不十分となる。従って、荷重の加わる位置に
よって、導電性ゴム部材と対向する電極との接触状態が不均一になってしまい、出力特性
の位置によるばらつきが劣り、感圧センサとしては適さないことがわかる。
【０１０４】
　比較例５においては、可撓性フィルムのヤング率が大きいことに起因して、繰り返し屈
曲に対する耐久性に劣る。従って、経時的に出力が徐々に変化してしまい、再現性が劣り
、感圧センサとしては適さないことがわかる。
【符号の説明】
【０１０５】
１００　感圧センサ
１０１　検知部
１１０　導電性ゴム部材
１２０　電極基板
１１１　導電性ゴム部材の電極基板と対向する面（Ａ面）
１１２　導電性ゴム部材の電極基板と対向する面の反対側の面（Ｂ面）
１２１　電極基板の電極を有する面（ａ面）
１２２　電極基板の電極を有する面の反対側の面（ｂ面）
１３０　絶縁性被覆部材
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１３１　可撓性フィルム
１３２　固定剤層
１４０　離間形成冶具
１４０ａ　離間形成冶具の幅
１４０ｂ　離間形成冶具の厚み
１４１　導電性ゴム部材と電極基板との隙間量
ｂ　　　絶縁性被覆部材が最大投影面積を示すときの横幅
ｃ　　　絶縁性被覆部材が最大投影面積を示すときの縦長さ
４１０　押子
４２０　直流電圧発生器
４３０　抵抗体
４４０　電圧測定器
４５０　荷重測定器

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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【図７】
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